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１. 非営利事業における成果の可視化 
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 求められる成果の可視化 

 

ṇ ṕ Ṗ 

財政的な制約が増す中で、限られた財源の中で、より効果
的・効率的なサービスを提供することが求められている。 

 

ṇ ṕ Ṗ 

資金提供者である助成財団や投資家が、より「成果」を重視
するようになっている。 
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 評価未実施の主な弊害 

 

 

他国や他地域の事例は、その国・地域の文脈の中で効果を上
げたものであり、日本や自地域でも同じような効果が得られ
るとは限らないのにも関わらず、根拠が曖昧なまま類似事業
が実施され、その成果も曖昧なままとなってしまう。 

 

שּ ḱ   

手探りの検討、思い込みや思い入れなどによる判断に基づき
実施された政策、事業の場合、無駄な取り組み、非効率な取
り組みが推進されてしまう。 
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 陥りがちなパターン 

先進事例を視察・導入 

イベント・講演会を開催 

補助金・助成金 

委員会・協議会を組織 

→ 視察・導入の事実が大事 

→ 開催の事実と参加者数が大事 

→ 何件にいくら出したかが大事 

→ 関係者が集まる事実が大事 

צּ אל ךּףּ ḭ ḭ 
ḭצּ אל ךּ  ḵḴפּךּ
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 主な阻害要因 

評価・分析に必要な知識・能
力がない 

今までも長年の経験とスキル
でやってきた 

上司のアイデア（思いつき）
を無駄にするわけにいかない 

新たな取組みを行って失敗す
れば、自分が責任を問われる 

… そもそも求められていない 

… だから問題ない 

… だからやりたくてもできない 

… だからやりたくない 

今やめると過去の投資が無駄
になる（今更やめられない） 

… だからできない 
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 成果の可視化を巡る動向 

 

שּ  

財政的な制約が増す中で、客観的な根拠に基づく政策形成、
事業の実施、成果の測定等の必要性について、学術界を中心
に提言される機会が増えている。 

 

  

日本財団や内閣府らが中心となって、非営利セクターの成果
の可視化を図る取り組みが推進されている。ソーシャル・イ
ンパクト・ボンド等、社会的インパクト評価に基づく新たな
投資手法の提案も。 
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 2. 相模原市の行政評価制度 
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①市民の視点に立った成果重視の市政への転換 
 

②市の施策や事務事業について有効性や効率性などの視点から 

 評価を行い、その結果については、施策や事務事業の再構築 

 及び予算、人員の適正な配分に資するとともに、P-D-C-A 

 （Plan-Do-Check-Action ）という行政マネジメントサイクル 

 を確立する。 
 

③市民に対する説明責任の徹底評価結果を公表することにより、 

 市民に対するアカウンタビリティ（説明責任）を果たす。 
 

④効率的で質の高い市政運営市民が求める効率的で効果的な質 

 の高い行政サービスの提供に努める。 

10  

  

 行政評価制度導入の目的 
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 行政評価制度の体系 

     

政策評価 
平成17・19年度
にモデル実施 

政策（総合計画の
“章”レベル） 

事前・事後 
総合計画（実施計
画）の改定に合わ
せて実施 

施策評価 平成15年度導入 
総合計画の“主要
な施策” 

事後 
総合計画（実施計
画）の改定に合わ
せて実施 

事務事業評価 平成14年度導入 予算上の事務事業 事後 
事務事業実施の翌
年度 

情報システム評価 平成13年度導入 電算システム 事前 
事務事業実施の前
年度 

大規模事業評価 平成22年度導入 
事業費が一定額以
上の大規模事業 

事前 
基本構想策定後、
予算要求前までに
実施 
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 各項目の相互関係 

 

総合計画の“章”のレベル。施策の目的にあたる。 

 

総合計画の“主要な施策”のレベル。政策の目的を達成するた
めの手段であり、事務事業の目的にあたる。 

 

予算上の事務事業。施策の目的を達成するための手段。 
（情報システム評価、事業事前評価、大規模事業評価の対象
も事務事業に該当） 
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 事務事業評価の概要 

ể ṕ Ṗ 

事業所管課において、局長、部長及び局総務室等の長で構成
する局区内評価会議が事業について評価を実施。 

Ễ ṕ Ṗ 

各局における評価結果について、経営評価委員会から第三者
の視点で評価を実施。事務事業シート等からヒアリングを必
要とした事業についてはヒアリングも実施。 
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 評価の視点① 

 

市が直接実施主体となって行うべき事業であるかについて評
価する。 

 

施策及び事業の目的を達成するための手段として、その事業
内容が有効であるか、指標などにより判断し評価する。  
 

なお、この視点においては、効果の大小のみを評価するため、
事業の経費は考慮しない。 
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 評価の視点② 

 

最少の経費で最大の効果を得られるように事業が実施されて
いるかを評価する。  
 

なお、この視点においては、要した経費に見合った効果が得
られているかを評価するため、その効果自体が目的の達成に
どの程度寄与したかについては考慮しない。  
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事業を廃止すべき。 

 

現行の事業を廃止し、別の方法により、目的の達成を図るべ
き。事業実施を民間等に委ねるべき。 

 

事業の内容を改善するなどで、過剰に投入されている資源を
縮小するべき。 

  

 評価の区分① 
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 評価の区分② 

 

現行の事業を残し、事業の内容を改善することで、目的の達
成を図るべき。 

 

現行の事業方法で、目的が達成できる。 

 

他の事業を縮小してでも現行の事業に資源を集中し目的の達
成を促進すべき。  

© 2017-2018 KRP Lab 
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 事例①（中小企業支援） 

   産業支援機関と連携した中小企業の支援 

     

本市経済を活性化するために、市内中小企業の研究開発・企業間連携を
促進することが必要であることから、「首都圏南西地域産業活性化
フォーラム」などの事業を通じて、市内中小企業のネットワークの構築
や情報提供支援を行う。 

     市内中小企業 

    

南西フォーラム（首都圏南西地域産業活性化フォーラム）は、地域にお
ける企業・大学・支援機関・行政機関などが一堂に集い、中小企業の新
技術・新製品開発や新分野への進出などにつながる新たな連携を生み出
すための交流の場として、フォーラムイベント、分科会（研究会）、ビ
ジネスマッチングなどの事業を平成16年6月より開催している。 
また、首都圏産業活性化協会（TAMA協会）と連携し、中小企業の研究
開発・企業間連携の支援を行っている。 

     

①事業費13,500 千円＋人件費10,245 千円（1.5人）＝総事業費23,745
千円 
②対象件数（フォーラム参加者数）一件あたりの事業費：67.65 千円 
③市民一人あたりの事業費：33円 
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 事例①（中小企業支援） 

 

南西フォーラム 
開催回数  

H23年度 ： 3件  
H24年度 ： 3件  
H25年度 ： 3件 

単位当たりコスト 
（総事業費/活動指標）  

H23年度 ： 7,585 千円  
H24年度 ： 7,395 千円  
H25年度 ： 7,915 千円 

 
・南西フォーラムの参加者数の目標（各回100名）は、概ね達成できている。 
・H25年度には3つの分科会を実施し、より掘り下げたテーマでの研究会、企業 
 連携が行われている。 

 

南西フォーラム参加者
数 

H23年度 ： 329人  
H24年度 ： 301人  
H25年度 ： 351人 

TAMA協会による 
支援企業数  

H23年度 ： 16件  
H24年度 ： 11件  
H25年度 ： 27件 
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 事例①（中小企業支援） 

ể  

評価区分：現状維持 
 

①必要性：A（必要である） 
 運営委員会には地域中小企業や大学研究機関、金融機関などが名を連ねており、 
 南西フォーラムが企業や大学などによる様々な連携を生み出す土壌となってい  
 るため、本市の産業政策にとって重要な事業である。 
②有効性：A（有効である） 
 フォーラムや分科会で取り上げたテーマから、市内企業やJAXAなどの研究機 
 関による新たな開発プロジェクトが生まれるなど成果が出ており有効性が高い 
 と評価できる。 
③効率性：A（効率である） 
 産業振興財団や商工会議所などの支援機関が連携して事業運営にあたることで 
 フォーラムやマッチングイベントなどを効率的に実施できている。 

Ễ  

評価区分：現状維持 
 

（評価理由） 
 中小企業が高い技術力を持ち、それを継続して維持できるようにすることは、 
 行政として重要な役割と考える。評価としては、現状維持とするが、拡充の意 
 識を持って、推進していただきたい。 
（意見） 
 市内の多くが中小企業であるため、十分なバックアップ体制により、産業の活 
 性化に力を入れていただきたい。支援企業数が少ないように感じられる。 
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 事例②（商店街振興） 

   商店街振興支援事業 

     

本市の地域経済発展と市民の利便性向上のためには、身近な買い物の場
である商店街を活性化して、地域コミュニティの核としての役割を担っ
てもらう必要がある。このため、地域の商業者が実施する商店街振興の
ための取組を支援するもの。 

     商店街団体及び商業者 

    

・商店街の環境整備やにぎわいづくりを実施する商店街団体に対して、  
 事業費 の６％～９０％を補助。補助率は事業によって異なり、公共性 
 の高い街路灯電気料については、最大９０％の補助を実施。 
・商店街団体にアドバイザーを派遣。 
・ビジネスプランを持つ創業希望者の中から特に優れた者を認定して、 
 商店街の空き店舗で開業する場合には、月１０万円を上限として、賃 
 借料の５０％を奨励金として交付。 
・商店街で中心的な役割を担う次世代人材の育成を図るため講座を実施。 

     

①事業費23,112 千円＋人件費22,539 千円（3.3人）＝総事業費45,651
千円 
②対象件数（商店街団体・商業者）一件あたりの事業費：642.97 千円 
③市民一人あたりの事業費：63円 
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 事例②（商店街振興） 

 

商店街活性化に係る事
業を実施した件数  

H23年度：91件 H24年度：66件  
H25年度：71件 

単位当たりコスト 
（総事業費/活動指標）  

H23年度：2,664.8 千円 H24年度： 723.8 千円  
H25年度：643.0 千円 

 

平成２５年度において、街路灯を高効率化してコストダウンを図った商店街団
体が５団体、にぎわいづくりを目的としたイベント等によって来街者を増やそ
うとした取組は14団体が実施した。 
 

厳しい経済状況の中、こうしたやる気のある商店街を支援することで、身近な
買い物の場であり、地域コミュニティの拠点でもある商店街の振興を図ってい
く。 

 

淵野辺駅、上溝駅、小
田急相模原駅、東林間
駅、古淵駅、南橋本駅、
矢部駅及び相武台前駅
の駅乗降者数 

H23年度：278,501 人 H24年度：283,890 人 
H25年度：282,124 人 
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 事例②（商店街振興） 

ể  

評価区分：現状維持 
 

①必要性：A（必要である） 
 今後、更なる高齢化の進行が確実な中、身近な買い物の場である商店街の衰退 
 は、日常の買い物や生活に必要なサービスに不自由を感じる「買い物弱者」の 
 増加に繋がる。市民が安心して買い物ができる環境を維持するために、商店街 
 の活性化を支援していく必要がある。 
 

②有効性：A（有効である） 
 商業・サービス業の振興のためには、バラエティに富んだ店舗が揃い、安心し 
 て買い物ができるような魅力あるまちづくりが不可欠である。街を明るく照ら 
 す街路灯の維持管理や来街者を増やすソフト事業など、まちづくりに取り組む 
 商店街団体を支援していくことで本市の商業・サービス業の振興が期待できる。 
 

③効率性：A（効率である） 
 本事業については、国や県の補助金の活用を支援するなど、市の経費を必要最 
 小限に抑えながら、事業目的の達成に向けた取組を進めている。また、商店街 
 の街路灯を省エネルギー型に変換することで、電気料を削減して、商店会の負 
 担や補助金を減らす「街路灯高効率化事業」を実施した。 
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 事例②（商店街振興） 

Ễ  

評価区分：現状維持 
 

（評価理由） 
 １次評価のとおり、現状維持と評価する。 
 
（意見） 
 ・商店街が地域コミュニティの核として役割を担うことについては、市民や地 
  域と認識を共有することが必要でないかと考える。 
 ・市外等から若手経営者を募り、ビジネスプランコンテスト等を開催し、優秀 
  者に助成金支援を行うなど、商店街の活性化のための対策をお願いしたい。 
 ・空き店舗の問題は深刻に感じられる。事業の目的、成果を含め方針変更の検 
  討をお願いしたい。 
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 事例③（中心市街地活性化） 

   中心市街地活性化事業 

     
本市の地域経済の発展・活性化には、市内中心市街地の小売業吸引力を
高めて消費購買力の流出を防ぐことが必要なことから、中心市街地のに
ぎわいづくりを促進するため、商業者の活動を支援するもの。 

     中心市街地の商店街団体及び商業者 

    

・中心市街地のにぎわいづくりや環境整備を実施する商店街団体に対し 
 て、事業費の一部を補助。 
・中心市街地の商業者と文化施設の連携事業を支援。 
・相模大野駅前のパブリックインフォメーションで行政情報や相模大野 
 をＰＲするコンテンツを放映。 

     

①事業費（直接経費）38,224 千円＋人件費20,490 千円（3.0人） 
 ＝総事業費58,714 千円 
②対象件数（中心市街地の商店街団体及び商業者数）一件あたりの事業 
 費：1,467.85 千円 
③市民一人あたりの事業費：81円 
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 事例③（中心市街地活性化） 

 

中心市街地活性化に係
る事業を実施した件数  

H23年度：34件 H24年度：37件  
H25年度：40件 

単位当たりコスト 
（総事業費/活動指標）  

H23年度：1,367.4 千円 H24年度：1,381.4 千円  
H25年度：1,467.9 千円 

 

橋本駅、相模原駅及び相模大野駅の乗降者数は増加傾向にあり、本市の３つの
中心市街地において、それぞれの地区の商業者が取り組んでいる地域活性化事
業は一定の成果を出していると捉えている。 
 

今後も、美大生との連携によるまちづくり進める橋本駅周辺地区、補給廠の返
還を視野に入れた新たなイベントを行っている相模原駅周辺地区、ジャズの街
としてのブランド化を図る相模大野駅周辺地区において、それぞれが行う取組
について、広報を含めて積極的に支援していきたいと考えている。 

 

景況感について「繁盛
している、変わらな
い」と回答する商店会
長の割合  

H23年度：38%  H24年度：43%   
H25年度：50%  

橋本駅、相模原駅及び
相模大野駅の乗降者数 

H23年度：296,311 人 H24年度：301,273 人 
H25年度： 311,068 人 
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 事例③（中心市街地活性化） 

ể  

評価区分：拡充 
 

①必要性：A（必要である） 
 本市の購買力は都心や近隣都市に流出傾向にあると考えられる。購買力流出を 
 防いで市内商業を振興させるためには、地域の特性を生かしながら、回遊性の 
 高い、魅力ある中心商業地を形成していく取組が不可欠である。 
 

②有効性：B（有効性を高める余地がある） 
 本市の中心市街地の駅乗降者数は年々増加傾向にあり、商店街団体や商業者が 
 積極的に地域活性化に取り組んだ結果、来街者の増加に貢献しているものと考 
 える。 
  

 今後、更なるにぎわいづくりを進めていくためには、本社機能を持つオフィス  
 （いわゆる業務系企業）を誘致して、昼間人口を増やしていく必要がある。 
 

③効率性：A（効率である） 
 大きなイベント等を開催するにあたって、商店街団体では企業からの協賛など 
 によって、補助金になるべく頼らない事業実施に向けた取組を進めている。 
  

 また、市が行政情報や商店街イベントの情報を流す「パブリックインフォメー 
 ション」については、広告収入を特財として運営する仕組みとしている。 
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ṕ 26  3-4Ṗ 
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 事例③（中心市街地活性化） 

Ễ  

評価区分：拡充 
 

（評価理由） 
 橋本駅周辺、相模大野駅周辺の活性化は図られてきていると考えられるが、回 
 遊性の向上を図るため、更なる活性化に取り組まれたい。 
 

 これに関して、リニア中央新幹線駅の設置や相模総合補給廠の一部返還に合わ 
 せ、広域交流拠点都市の形成に向けた事業については、中心市街地の活性化に 
 深く関わるものである。施設整備等の段階から、積極的に民間活力を活用し、 
 人や企業に選ばれ、回遊性のあるにぎやかなまちづくりを推進していただきた 
 い。 
 

 なお、その際には、それぞれの事業を単独で進めるのではなく、全体的な機能 
 を踏まえること、財政負担軽減を十分に考慮すること、及び適切なプロセスを 
 確保すことに留意していただきたい。 
 

（意見） 
 ・相模原市の中心地区としてふさわしい相模原駅周辺の再開発を望む。 
 ・商業機能、コンベンション機能、行政機能、市民の集いの場が有機的につな 
  がることを念頭において、事業を推進すべきである。 
 ・有効性の評価がＢである。本社機能を持つオフィスの誘致など推進して頂き 
  たい。 
 ・行政の役割を明確化しＰＰＰ手法の積極的な活用を検討していただきたい。 
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①成果指標が「アウトプット指標」に偏重しており、真の 

 評価制度として機能していない可能性がある。 
 

②結論に至る評価のプロセスや手法、基準等に関して具体 

 的な説明がなく、客観性・妥当性に乏しい。 
 

 

 ṡ Ṣ ︡ ḭ 

ṡצּ  Ṣ  ךּ

Ḵפּ  ︡ ︡ ḭ לּ  

 ḭ ￼ḭ ךּףּ ṇ A  ךּ

לּ  צּ אל  Ḵפּ
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 事務事業評価の主な問題点 
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３. 政策効果・社会的価値の可視化 
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 主な評価手法 

1. ṕMeasuring Social Impacts Ṗ 

事業や活動の短期・長期の変化を含めた結果から生じた『社会
的・環境的な変化、便益、学び、その他効果』を定量的・定性
的に把握し、事業や活動について価値判断を加えること。 

2. ṕRandomized Controlled Trial Ṗ 

被験者をランダムに振り分け、処置群と対照群それぞれのアウ
トカム指標を計測し、その差により施策効果を測定する手法。 
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①ロジックモデルをつくる   ⑤データを収集する 
 

②評価指標を考える      ⑥データを分析する  
 

③評価指標の測定方法を決める ⑦事業改善につなげる 
 

④評価のデザインを決める  

 

 ￼ ḭ  

 ︡ḭ לּ  ךּ

שּ  צּ פּ ︣ ḵḵ 

32  

  

 評価プロセス 
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ṇ 
 
   

 
 

 

 

 

Ḵ 
課題（イシュー）の解決に向けた仮説を基に、資源（イ
ンプット）、活動（アクティビティ）、結果（アウト
プット）、成果（アウトカム・インパクト）の流れを論
理的に構築し、事業が成果を創出するための要素を体系
化・図式化したもの。 

  

 ロジックモデルとは？① 
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 ①イシュー（issue）                      

 ②インプット（input ）      

 ③アクティビティ（activity ）    

 ④アウトプット（output ）        

 ⑤アウトカム（outcome ）    

 ⑥インパクト（impact ）          

ṇ 
 
   

 
 

 

 

 

・・・  取り組む課題とその現状 

・・・  投じられたリソース（資源） 

・・・  具体的な事業・活動 

・・・  事業・活動に基づく産出物 

・・・  事業・活動に基づく成果 

・・・  最終的に生じた変化・影響 
            （広義のアウトカム） 

  

 ロジックモデルとは？② 
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①イシュー（issue）  

קּ  した課題や 

 成果の定義。 
 

②インプット（input ）   

 成果を生み出すためにどれだけの資源を投入できるかで 

 はなく、ּפּך  という、פּ︣

 観点に基づくインプットの決定。 
 

③アクティビティ（activity ）    

 ṕ ḱ Ṗ に基づくプロジェクトの 

 立案。 
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 主な留意点① 
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④アウトプット（output ） 

⑤アウトカム（outcome ）  

⑥インパクト（impact ）     

・ 定性・定量を問わず、 ךּ によ 

 るアウトプット、アウトカム、インパクトの測定・評価。 
 

・ 短期・中期・長期といった した測定・ 

 評価。 
 

・ 一連の取り組みの評価を次につなげるPDCA の 

 徹底。 
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 主な留意点② 
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インパクト評価時に考慮・除外すべき要素 

ḱ ṕ Ṗ 

 プロジェクトが実施しなくても、発生したインパクト。 
 

ṇ ṕ Ṗ 

 プロジェクト実施がもたらす成果に対して、社会の他の局面で発生する相反 

 する成果。 
 

ṇ ṕ Ṗ 

 プロジェクトの実施がどれだけ寄与をしているかの構成割合。プロジェクト 

 実施以外の要因によるインパクトを除外する。 
 

ṕ Ṗ 

 プロジェクトの実施によるインパクトが、一定期間にその効果を減少させる 

 割合。この影響は類似のプロジェクトの実績を基に推計して割り引く。 
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 主な留意点③ 
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ṇ  
 

 
   

無業者数  
就労支援のコ
ンサルタント
数  

就労支援の 
カウンセリン
グマッチング 

カウンセリン
グのマッチン
グ数 

知識・技能 
の向上 

所得の増加 

失業給付費 
プロジェクト 
予算 

相談会開催 
相談会やセミ
ナーの開催
数・参加者数 

資格の取得 労働力の増加 

現状のプロ
ジェクトに要
している費用 

スキルアップ 
セミナー開催 

就職者数 
・就職率 

社会保険給付
の削減 
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 例：就労支援プログラム 
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 例：ビジネスアドバイス補助金プログラム 

補助金 

外部専門家 

プログラムの認知度 

電子商取引市場 

マーケティング 
ランダム化比較試験 

補助金の交付 

有料のアドバイスを受けた
ことのない企業の抽出 

小規模な企業への 
周知活動 

認知度の向上 

電子商取引市場の確立 

電子商取引市場の拡大 

GVPのマーケティングのた

めの市場チャネルと効果的
なメッセージの利活用 

補助金のランダムな交付 

電子商取引市場の利
用により、アドバイス
の提供者や利用者に
対して市場の失敗に
関する情報を減少させ
ること 

より多くの企業が次の
ような理由によりアド
バイスを活用 
・GVPマーケティング 
 の効果 
・アドバイスの効果に 
 対する理解の浸透 
・電子商取引市場に 
 関する情報提供 

小規模な企業約
25,000社がはじめて有
料のアドバイスを利用 

他のスキームでも利
用可能な効果的なコ
ミュニケーションチャン
ネルとメッセージ 

適切なサプライヤー 
を探す費用を 低減し、 
利用者が顧客からの 
アドバイスを評価でき 
ること  

非受領者：アドバイス 
活用とその効果の認 
知度向上。情報のス 
ピルオーバー 

受領者：ビジネス環 
境や能力の改善 ・環 
境改善に対するアド 
バイスの 活用の増加 

電子商取引市場がア 
ドバイスの質と価格 
の競争を生み出すこ 
と 

GVPの効果的なマー 
ケティングとよ り良い 
バリュー・フォー・マ 
ネー 

・ビジネス環境や能 
 力の改善 
 ・パフォーマンス、売 
 上、雇用、輸 出、イ 
 ノベーションの改善 
 の初期の 徴候 
 ・アドバイスの活用 
 の増加 

アドバイス活用を増 
加させる効果とアド 
バイス活用の認知度 
向上  

・市場の失敗に関す 
 る情報の減少 
 ・アドバイスの質と価 
 格の競争を生み出 
 すこと 

零細事業におけるア 
ドバイスの活用につ 
いて、ランダム化比 
較実験により、初め 
て頑健な証拠を生み  
出されること  

ビジネスの成長と
生存率の改善  

・パフォーマンス、 
 売上、雇用、生 
 産性、輸出の改 
 善  

・認知度の向上と 
 具体的な効果に 
 よるアド バイス 
 の活用増加  

経済成長：正の 
ネット経済効果 

アドバイスサプラ 
イヤー数の拡 
大 ・市場の失敗 
に関する情報の 
減少  

需
要
の
刺
激 

サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
の
調

整 

強
固
な 

エ
ビ
デ
ン
ス

の
収
集 

広範な評価 
スキーム管理データとビジ
ネス調査 

GVPデータ（補助金受
給者数、サプライヤ―

登録者数形式的評価、
プログラムの提供、リ
スクの監視） 

ビジネス調査（ビジネ
ス環境、認知度、サプ
ライヤー、商業者、業
界団体の質と量、プロ
グラムの管理データ） 

ビジネス調査（ビジネ
ス環境、認知度、売
上・雇用等事業成果、
サプライヤー、商業者、
業界団体の質と量） 

管理データ（ONS） 

ビジネスの成果：
売上、雇用、成長 

インプット アクティビティ アウトプット 短期成果（1年目） 中期成果（2-3年目） 長期成果（4年目以降） 

出所：Department for Business, Innovation & Skills (2016) 
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「社会的インパクト評価ツールセット 実践マニュアル」より 

40  

  

 ロジックモデル作成のポイント① 

שּ .1  

(1) 事業活動の意義や目標を確認できる。 
 

(2) 事業の有効性が確認できる。 
 

(3) 外部団体と協働すべき事業を明らかにすることができる。 
 

(4) 社会的インパクト評価と、事業の意義を示す根拠材料にす 
   ることができる。 
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「社会的インパクト評価ツールセット 実践マニュアル」より 

41  

  

 ロジックモデル作成のポイント② 

2.  

(1) ロジック・モデルの各要素に関係のない項目はないか？ 
 

(2) 重複している箇所はないか？ 
 

(3) 作成したロジック・モデルは現実的に実行可能なものか？ 
 

(4) 設定したアウトカムを起点とした時、インプット、活動、 
   アウトプットの各要素が論理的につながるか？ 
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 ロジックモデル作成のポイント③ 

「社会的インパクト評価ツールセット 実践マニュアル」より 

3.  

(1) アウトカムと事業の関係性は（間接的な影響と比べ）直接的か？ 
(2) 評価するアウトカムは事業目標達成に有効なものか？ 
(3) 事業の受益者、資金提供者にとって重要なアウトカムか？ 
(4) 評価するアウトカムの測定にコストはかかりすぎていないか？ 
(5) 評価するアウトカムを測定した結果、信頼性のあるデータが手に 
   入るか？ 

© 2017-2018 KRP Lab 



就労支援プログラムのロジックモデルの例 
※出所：G8 社会的インパクト投資国内諮問委員会 

     社会的インパクト評価ワーキング・グループ（2016 ） 

     「社会的インパクト評価ツールセット 就労支援」 

 

（評価について） 

 ①アンケート調査 

 ②ヒアリング調査 

 ③公的統計調査 

 等複数の調査を組み合わせて成果を測定。 
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 社会的インパクト評価の具体例1-1 
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1.1  
1.2  
1.3  

2.1 ṇ
צּ 2.2  
2.3 ḭ  

3.1  
3.2    
3.3    
      ḭ   

4.1  
ṕ ḱ  
 Ṗ 

4.2  
ṕ ḱ   
 Ṗ 

5.1  
  ḭ  
   

6.1  

7.1  

8.1 ṕ Ṗ 

9.1  

10.1 ḱ  

10.2 ṕ Ṗ  

ḭ
 

 

ḭ ḭ  
 

  

 社会的インパクト評価の具体例1-2 
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中小企業における大学生インターンシップ事業の例（酒井産業㈱） 

※出所：公益財団法人パブリックリソース財団（2016 ）「ゴールドマ 

    ン・サックス『中小企業経営革新プログラム』社会的インパ 

    クト評価報告書」 
 

（評価について） 

 SROI分析による評価 

 ・評価対象期間：2014 年8月～2015 年3月24 

 ・情報収集の方法：2015 年9月～11月にかけて、受入先中小企業の 

  役員、コーディネート機関のコーディネーター、インターン生へ 

  のヒアリング調査、ETIC.およびゴールドマン・サックス担当者 

  へのヒアリング、およびETIC.を含むコーディネート機関から提 

  供された資料の分析 
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 社会的インパクト評価の具体例2-1 
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SROI ṕSocial Return on Investment Ṗ Ḵ 

ü SROIは、非営利組織や社会的企業等が行う社会的活動に対して、 

 財務的評価のみでは測れない、「活動の社会的価値」をはかる計量 

 的評価手法である。 
 

ü SROIにおいては、事業の社会的インパクトは「投資対効果」とし 

 て示される。しかし、社会的インパクトを金銭価値に換算すること 

 が目的ではなく、その算出のプロセスにおいて、社会的価値そのも 

 のを測る基準についての議論の基礎を形成することがSROIの目的と 

 効果である。 
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 社会的インパクト評価の具体例2-2 
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インプット（合計：1,489,592 円） 

1. 企業：217,680 円 

①インターン生への交通費：8,000 円×6カ月 

②専務の時間投入：経営者の投入時間の単価は、国税庁の民間給与実 

 態統計調査をもとに時給換算で2,828 円と想定。60時間×2,828 円 

2. インターン生：0円（助成金からの活動支援金の範囲内） 

3. コーディネート機関：347,040 円 

①コーディネーターが塩尻市の職員であり、業務のおよそ20％の時間 

 を費やした。塩尻市職員の平均給料月額289,200 円。 

 6カ月×289,200 円×20% （実施支援金から支払われたコーディネー 

 ト費15万円を除く） 

4. ETIC. 、ゴールドマン・サックス：924,872 円 

①本プログラムの助成金として各企業に支給した金額：400,000 円 

②ETIC.の本プログラム全運営経費の1社あたりの金額：524,872 円 
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 社会的インパクト評価の具体例2-3 
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プログラム内容 

ü 今回の「中小企業経営革新プログラム」では、松本市の大学に通う学生 

 （三浦さん）が、週に2日、松本から電車でおよそ30分の距離である塩尻市 

 の同社に通う形でインターンシップを行った。 

ü インターン生が任された役割は、保育園・幼稚園に対する木のおもちゃの 

 営業である。酒井専務やコーディネーターと週１回の打ち合わせを持つなど 

 してアドバイスをもらいながら、基本的には自分で考えて動くことが期待さ 

 れた。 

ü 最初は保育園等から良い反応が得られず苦心したが、アンケート調査を 

 行ったり、木育に関する「お困り事講座」を開催したりするなどして、複数 

 の保育園にニーズを拾ううちに、だんだん声がかかるようになり、少しずつ 

 売り上げにつながった。 
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 社会的インパクト評価の具体例2-4 
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プログラム内容 

ü 実は同社ではインターン生が来る前に保育園等に営業をかけていたのだが、 

 「業者」とし見られていたために保育園の敷居は高く、全く入り込めていな 

 かった。しかし今回、インターン生（大学生）が「学ばせてください」とい 

 う姿勢で保育園の門を叩き、繰り返し訪問することで保育園からの信頼を得、 

 木のおもちゃに関する困りごとを引き出すことができて売り上げにつながっ 

 たことは快挙である。 

ü また、インターン生であることを活かして、コーディネート機関がアレン 

 ジするなどして市や、保育園・幼稚園の園長会議でプレゼンをする機会を 

 持ったり、新聞の取材が入って記事になったりするなど、同社の木育への取 

 り組みを各方面に発信することができた。 
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 社会的インパクト評価の具体例2-5 
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アウトカムおよびインパクト（インパクトの合計：7,880,786 円） 

1. 企業にとって 

①アウトカム 

 a) 保育園・幼稚園の現状、先生方の思いを知るために市内9保育園でアン 

  ケートを実施しマーケティング・ニーズ調査を行ったり、保育士向け木育 

  講座プログラムを塩尻市内8つの保育園で実施したりするなどして、保育 

  園3園から売り上げをあげた。 

 b) 「お困り事講座」開催により「木育」事業が新たな展開を迎え、今後の 

  収益増加や社会的認知に繋がった。 

 c) 「木育」に関し塩尻市へアピールし、予算化への道筋を立てた。 

 d) 地元紙への掲載、地元TVに出演しインターン生を広告塔とした宣伝効果 

  を得た。 
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 社会的インパクト評価の具体例2-6 
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アウトカムおよびインパクト（インパクトの合計：7,880,786 円） 

1. 企業にとって 

①アウトカム 

 e) 専務が温めていたビジョン（構想）をコーディネーターが整理し、イン 

  ターン生が実行することで、「木育」事業が動き出した。また、専務が社 

  員に伝えるべきことを学ぶ機会となった。 

 f) インターンの受け入れ経験を積むことで新たなインターンの受け入れがで 

  きた。また、若手の新入社員を4人採用できた。 
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 社会的インパクト評価の具体例2-7 
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アウトカムおよびインパクト（インパクトの合計：7,880,786 円） 

1. 企業にとって 

②財務プロキシおよびインパクト 

 a) 商品売上：507,380 円 

 b) 今後の収益増加が現時点では予測できないため、計測していない 

 c) 今後の塩尻市での予算化がまだ決まっていないため、計測していない 

 d) インターン生を広告塔とした宣伝効果：687,500 円（信濃毎日新聞9月3 

  日、塩尻タイムス、タウン情報に計8回掲載） 

 e) 目標と効果によって戦略コンサルタントに依頼：700,000 円（専務にヒ 

  アリング） 

 f) インターン生が様々な場所で発表することで若者の関心を引いたが、貨幣 

  価値換算はできない 
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 社会的インパクト評価の具体例2-8 
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アウトカムおよびインパクト（インパクトの合計：7,880,786 円） 

2. インターン生にとって 

①アウトカム  

 a) 社会を多面的に見ることができ、働くことがリアルになった。 

 b) インターン終了後から開始した就職活動において、広い視野で志望先を 

  検討し、インターンが長野県で就職することの決め手になった。 

 c) 自主性が育った。 

 d) 専務を通して、経営者としてのモノの見方を学んだ。 
 

②財務プロキシおよびインパクト 

 インターン生は、インターンシップにより得たもの（社会を多面的に見るこ 

 とができるようになった、視野が広がった、仕事のスキルを身に着けた、経 

 営者としてのものの見方を学んだ、等）には値段がつけられないほどの価値 

 があるとコメントしていたが、他のインターン生の意見を参考に、国内のビ 

 ジネススクール1年分（1,500,000 円）に相当すると判断した。 
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 社会的インパクト評価の具体例2-9 
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アウトカムおよびインパクト（インパクトの合計：7,880,786 円） 

3. コーディネート機関にとって 

①アウトカム  

 a) 専務の構想をいっしょに整理したり、インターン生の相談に乗ったりア 

  ドバイスを行ったり、そのための勉強をしたり、専務とインターン生の潤 

  滑油となったりといった活動により、コーディネーター自身の力量育成に 

  繋がった。また、さらにインターンシップ・プログラムを展開していくた  

  めのコーディネーター養成の構想が広がった。 
 

 b)今回のインターンシップ・プログラムがプロトタイプとなり、市としてイ 

  ンターンシップ・プログラムを開始（3社7人を受入）した。さらに国か 

  ら「地方創生先行型交付金タイプ１」（700万円）を得て女子学生を対象 

  とした実践型インターンシップのプロジェクトを実施することが決まった。 
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 社会的インパクト評価の具体例2-10  
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アウトカムおよびインパクト（インパクトの合計：7,880,786 円） 

3. コーディネート機関にとって 

②財務プロキシ 

 a) 啓発研修を受けた場合の費用：50,000 円 

 b) 地方創生先行型交付金タイプ１：700万円（当プログラム寄与率50% ） 

 

4. 地域社会にとって 

①アウトカム 

 a) インターンプログラム・地域学生の参加者数が増えたことで、地方から 

  都会への流出を防ぎ、地域に優秀な人材が残った。 
 

②財務プロキシ 

 a) 行政（長野県）による歳入：439,846 円（行政にとっての経済波及効果 

  を、行政収支算出方法で算出） 
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 社会的インパクト評価の具体例2-11  
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三菱UFJリサーチ＆コンサルティング 

「エビデンスで変わる政策形成」より 
 

ランダム化比較試験に適した施策 

①インプット・アクティビティからアウトプット・アウト 

 カムへの因果関係が不明である（必要性の観点）。 
 

②因果関係を明らかにするための「処置群」と「対照群」 

 を一定規模確保することができる（実行可能性の観点）。 
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 ランダム化比較試験のポイント① 
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ランダム化比較試験に適した施策と適さない施策の例 
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 ランダム化比較試験のポイント② 

ḱ ṇ אל  
  
ḱ CO2  

ḱ ṕ Ṗ 

ḱ  
ḱ ḭ  
ḱ ṕ Ṗ 
ḱ  
ḱ  
ḱ ḭ  

ḱ ṕ Ṗ 
ḱ  
ḱ  
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企業向け郵送アンケートにおける、電話督促およびハガキ
督促の回収率への影響 
※出所：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2014 ）「政策効果分析の潮 

 流とランダム化比較試験を用いたアンケート督促効果の推定」 
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 ランダム化比較試験の具体例① 

ṇ  
 

ṕ1,748 Ṗ 

 
ṕ992 Ṗ 

 
ṕ756 Ṗ 

ランダムに 
割り当て 

  
     184  
  
    18.5%  

  
     179  
  
    23.7%   5.1%  

 2.619  
p ṕ Ṗ   
0.009  
 ẑ1%  

ハガキ督促と比較して、 
電話督促は回収率を有意 
に引き上げる効果を持つ。 

＜アンケートA＞ 
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 ランダム化比較試験の具体例② 

ṇ  
 

ṕ2,339 Ṗ 

 
ṕ984 Ṗ 

︡ 
ṕ1,355 Ṗ 

ランダムに 
割り当て 

  
     156  
  
    15.9%  

  
     150  
  
    11.1%   4.8%  

 3.387  
p ṕ Ṗ   
0.001  
 ẑ1%  

督促なしと比較して、 
電話督促は回収率を有意 
に引き上げる効果を持つ。 

＜アンケートB＞ 

※実際には、費用対効果や回収率に影響を及ぼす様々 
 な要素を考慮する必要がある。 
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メキシコの中小企業に対するコンサルティングサービスの影響 
※出所：Bruhn, M., Karlan , D.S., and Schoar, A. (2012) The Impact of Consulting  

           Services on Small and Medium Enterprises: Evidence from a Randomized  

           Trial in Mexico. Yale University, Department of Economics.  
 

 ①期 間：2008 年3月～2009 年2月 

 ②地 域：プエブラ州 

 ③内 容：コンサルティング会社による支援サービスに対する補助金 

 ④手 法：ランダム化比較試験 

 ⑤対象者：プログラムに申請した432社から150社をランダムに抽出。 

 ⑥備 考：研究成果に影響を及ぼす可能性のある観察可能な特性 

      （例：会社の年齢）と観察不能な特性（例：CEOのリー 

      ダーシップ資質）の両方で処置群と対照群が似ていること 

      を確認した。 
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 ランダム化比較試験の具体例 2-1 
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 ⑦結果概要 

  (1) この実証実験では、補助を受けた企業において大きなリターン 

   が得られた。処置群の月間売上高は約80％増加し、利益は120％ 

   増加した。利益の平均増加額は、コンサルティングサービスの月 

   額988ドルと比較して、月額7,600 ドルから11,000 ドルと推定さ 

   れている。 
 

  (2) ビジネス・アドバイス・プログラムは雇用改善の点については 

   混在した結果が出ている。雇用への波及効果が生み出されるまで 

   には２年以上を要するのではないかと考えられる。 
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 ランダム化比較試験の具体例 2-2 
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 ⑧考察 

  (1) プログラムの費用対効果が高いのにも関わらず、企業がなぜこ 

   れらのサービスに最初から投資しなかったのかという疑問が生じ 

   る。このような市場の失敗の最も有望な原因は、資金制約である 

   と示唆している。また、別に考えうる説明としては、単にコンサ 

   ルタントサービスの利用を考えなかったこと、またはそのような 

   サービスが利用可能であることを知らなかったことにあるのでは 

   ないかと考えられる。 
 

  (2) メキシコ経済は英国経済と大きく異なるので、同じ政策がそれ 

   ほど成功しない可能性がある。英国で効果があるかどうかを確か 

   める唯一の方法は、ランダム化比較試験により、プログラムを複 

   製することである。 
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 ランダム化比較試験の具体例 2-3 

© 2017-2018 KRP Lab 



ベトナムの中小製造業に対する輸出振興セミナーの効果 
※出所：Yu Ri Kim, Todo  Yasuyuki , Shimamoto  Daichi , Petr Matous . (2016). Are  

    Seminars on Export Promotion Effective?Evidence  from a randomized  

    controlled trial. RIETI Discussion Paper Series 16 -E-078  
 

 ①期 間：2015 年3月 

 ②地 域：ハノイ周辺にある衣料クラスター16村 

 ③内 容：輸出振興セミナー 

 ④手 法：ランダム化比較試験 

 ⑤対象者：クラスターを形成する約300社から半数をランダムに抽出 

      し、対象となる輸出振興セミナーに招待。 

 ⑥備 考：セミナー前後で輸出に対する意識や実際の輸出行動がどう 

      変わったかについて、セミナーの効果を測定。 
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 ランダム化比較試験の具体例 3-1 
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 ⑦結果概要 

  (1)  平均的にはセミナーの効果はほとんどないことが見出された。 
 

  (2) しかし、下請け業者が多い企業、すなわち規模が大きい企業や、 

   以前輸出した経験を持つ企業は、セミナーに参加することで、そ 

   の後に直接輸出を開始する可能性が高まることが示された。 
 

  (3) 規模が大きく生産性が高い企業や、輸出経験があり潜在力のあ 

   る企業は、セミナーによって輸出に対する意欲が刺激され、情報 

   を与えられることで輸出に結びつくと言える。 
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 ランダム化比較試験の具体例 3-2 
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 ⑧考察 

  (1)  輸出における生産性の重要性を再認識させるものである。生産 

   性が低く海外市場での競争力を持たない企業には、いくら情報を 

   与えても輸出を始めることは期待できない。 
 

  (2)  発展途上の企業には、情報提供よりもまず競争力向上のための 

   プログラム、たとえば経営セミナーなどを実施する必要がある。 

   つまり、輸出振興政策を効果的に行うためには、企業のレベルを 

   見極め潜在力のある企業をターゲットとして実施することが必要 

   である。 
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 ランダム化比較試験の具体例 3-3 
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４. 成果の可視化に向けて 
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 相模原市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

( ) ( ) וֹ  

ü 未婚・晩婚化を改善していく取り組み 
ü 既婚者が希望する子どもの数を持つことができるような取り組み 

קּ  

ḭ ( ) וֹ  

ü 市民の満足度(暮らしやすさ)を高める取り組み 
ü 就職・住宅購入世代を中心とした取り組み 

ḱ  

ü 急速に増加する高齢者への対応や地域ごとの個別対策 
ü 中山間地域を含む津久井・相模湖・藤野地区への対策 
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 戦略策定の基本的視点と重点プロジェクト 

︡   
︡ ḭ   

ḭ שּ ︡   
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 戦略策定の基本的視点（詳細） 

︡   

本市で若い世代が安心して働ける「安定した雇用、やりがいのある仕事」という「雇
用の質」の視点から戦略づくりを行う。 

︡ ḭ   

安心して結婚・出産・子育てができるよう、切れ目のない支援の実現の視点から戦略
づくりを行う。 

ḭ שּ ︡   

市民の暮らしに対する満足度の向上、多様化・高度化する市民ニーズを的確に把握し、
「安全で安心なくらし」を実現し、本市への愛着度が向上して「定住」へとつなげる
という視点から戦略づくりを行う。 

  

首都圏中央連絡自動車道(圏央道)の開通によるインターチェンジ周辺のまちづくりや、
リニア中央新幹線の神奈川県駅設置と相模総合補給廠の一部返還地を活用したまちづ
くりについて、首都圏南西部の広域交流拠点としての視点から戦略づくりを行う。 

© 2017-2018 KRP Lab 



70  

  

 重点プロジェクト（詳細） 

 

安心して結婚・出産・子育てができる環境を提供し、切れ目のない支援をすることで、
今後訪れることが予想される急激な人口減少に歯止めをかけることを目指し、重点的
に取り組みます。  

 

安定した雇用を確保することで、本市からの転出が多い世代（就職時や住宅購入世
代）の地域定着を促し、この世代の転入・転出が均衡となることを目指し、重点的に
取り組みます。 

 

市街地地域よりも人口減少の進行が早い、中山間地域を含む津久井地域の実態を踏ま
え、計画的な土地利用や拠点の整備及び地域力の維持・強化や地域の担い手の確保を
目指し、重点的に取り組みます。 
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 総合戦略の成果指標 

実施計画 

（基本計画を計画的に推進するための具体的な事業計画） 

  ①中期実施計画：平成26年度から平成28年度まで（3年間） 

  ②後期実施計画：平成29年度から平成31年度まで（予定） 
 

↓ 
 

（平成31年度までの具体的な成果指標） 

  基本目標Ⅰ 安定した雇用の確保 

  基本目標Ⅱ 結婚・出産・子育て環境の充実 

  基本目標Ⅲ 定住促進、安全で安心なくらしの確保 

  基本目標Ⅳ 広域交流拠点都市の形成 
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 ṕKPI Ṗ  

雇用対策と働きやすい環境の 
整備 

有効求人倍率を 
0.72 倍（平成26年度）→1.00 倍 

・若年無業者・フリーター 
        就労支援事業 
・就労支援事業 
・無料職業紹介事業 
・仕事と家庭の両立支援事業 

地域経済を支える産業基盤の 
確立  

企業立地に係る事業計画認定数 
5 件（平成 26 年度）→毎年 10 件 

・企業の立地促進事業  

新産業の創出と中小企業の 
育成・支援 

経営安定の中小企業数（黒字の申告
をした企業数） 
3,503 社（平成26年度）→3,870 社 

・中小企業融資制度 
・産業支援機関と連携した 
       中小企業の支援 
・ロボットビジネスの推進 

商業・サービス業の振興 

橋本駅周辺地区、相模原駅周辺地区
及び相模大野駅周辺地区の通行量 
438,329 人（平成25年度）
→461,100 人 

・中心市街地の魅力向上事業 
・業務系企業誘致推進事業 

商店会が実施した活性化に係る事業
数 61件（平成26年度）→62 件 

・地域に根ざした商店街の 
         活性化事業 
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 基本目標Ⅰ 安定した雇用の確保① 

①雇用対策、産業（工業・商業）振興 
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小分類 目標（KPI  目標達成のための主な事業 

都市農業の振興 

農用地区域における耕作面積の割合
90.9% （平成26年度） 
→100.0%  

・耕作放棄地の解消事業  

市内農業生産量 
20,428  t（平成26年度） 
→27,900  t  

・農業後継者、担い手確保対策 
             事業 
・認定農業者育成事業 
・農産物直売所等の運営支援など 
   による「地産地消」の推進 
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 基本目標Ⅰ 安定した雇用の確保② 

②農業振興 
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 ṕKPI Ṗ  

魅力ある観光振興 

①入込観光客数  
1,102 万人（平成 26 年度）
→1,500 万人 
②1人あたりの観光客消費額 
1,215 円（平成26年度）→1,500 円 

・観光エリアの形成促進 
・観光人材育成事業 
・観光協会の機能の充実及び 
         強化の支援 
・観光情報発信事業 

74  

  

 基本目標Ⅰ 安定した雇用の確保③ 

③観光振興 

 ṕKPI Ṗ  

人権尊重・男女共同参画 
の推進  

家庭・地域・学校・職場などで男女
平等であると思っている市民の割合 
 48.6% （平成25年度）→53.0%  

・男女共同参画推進センターに 
  よる啓発事業(女性向け就労 
 支援講座の実施等) 
・男女共同参画研修等支援事業  

人権の侵害を受けていると感じてい
る市民の割合  
7.1% （平成26年度）→7.0%  

・人権啓発講演会 

④女性の活躍推進 
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既存の行政評価制度と同様に、その因果関係や数値設定 

の根拠などについて、不明瞭なものが数多く散見される。 
 

↓ 
 

形式的な評価に留まり、真の成果が曖昧なまま予算だけが 

消化される結果に終わらないか！？ 

 

 ※Innovation Growth Lab： 

   エビデンスに基づく政策を後押しする組織・取り組み 

   （詳細は次項へ） 
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 総合戦略における成果指標の特徴 
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英国を拠点に、イノベーションや起業の分野について、エ
ビデンスを創出し、普及することを目的として2014 年に
設立された国際的な組織。 
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 Innovation  Growth Lab （IGL） 

Innovation 
Growth 

Lab 

デリバリー 
パートナー 

（政策実施主体） 
研究者 

財団等 

『財団等』からファンドレ
イジングを行うとともに、
効果的な施策の仮説を導出
できる『研究者等』と『政
策を実際に執行している主
体』をマッチング。 

ランダム化比較試験の手法
を用いた政策分析を実施す
ることが基本的な考え方。 
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 IGLの研究プロジェクト一覧① 

       

Rethinking Innovation Spaces  
・ どういったタイプの近接性が協働や知識創造 
 に寄与するのかを検証 

Unbundling the effect of 
entrepreneurship education 
programs  

・ 複数のタイプの起業家教育の効果を、分離す 
 る形で測定 
・ 具体的には、非認知的スキルに着目したプロ 
 グラムと、ビジネスの実用的スキルに着目した 
 プログラムの効果を測定 

Business -science links and 
technology transfer  

・ 異なるタイプの知識移転活動の効果を測定 

Mini -Sales Accelerator with 
Corporate Match Making  

・ 小規模のビジネス加速化プログラムの効果を 
 測定 
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A Randomized Control Trial to 
Identify the Effect of Tech 
Incubators on Startups  

・ インキュベーションスペースが、新規起業の 
 継続やパフォーマンスに与える影響を明らかに 
 する 
・ ランダム化比較試験に加えて、インタビュー 
 やアンケートによって効率性を把握する 

What about SMEs? 
Investigating Growth Patterns 
in Small -  and Medium -Sized 
Enterprises  

・ 多くの中小企業の成長が減速する理由を解明 
 する 
・ 実験によって、中小企業を再活性化できるか 
 を検証する 

The Effectiveness of Goal 
Setting and Accountability in 
Group -Based Entrepreneurship 
Initiatives  

・ 目標設定や説明責任（ミッション・目的・結 
 果等の明確化）が、企業の成長等に影響を与え 
 るのかを検証する 

The Effects of Mentoring in 
Entrepreneurship Education  

・ 起業家とメンターのマッチングの効率性を測 
 定する 

 

 IGLの研究プロジェクト一覧② 
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Accelerating the Development 
of Entrepreneurial Enterprise  

・ 起業成功のための原理（Principles of  
 effectuation ）がどのような効果を持つのかを検 
 証 

Self-Accelerating Startups  
・ Self-Accelerated  Startups と呼ばれる新しい 
 起業促進プログラムの効果を測定 

Assessing the Effect of Online 
Courses in Entrepreneurship  

・ 子ども向けのオンライン教育プログラムによって、 
 起業家精神にどのような影響を与えるのかを、短 
 期・長期の双方で測定 

Corporate Nudging & 
Intrapreneurship  

・ 非金銭的なNudgeが、大企業における企業内起 
 業家精神にどのような影響を与えるのかを検証 

 

 IGLの研究プロジェクト一覧③ 
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 相模原市の中小企業関連予算 

表2 相模原市産業振興財団 経常収益の内訳 

        
 

単位：円、%  

  2011  2012  2013  2014  2015  

経常収益計 106,064,533  108,223,230  106,473,279  210,651,012  213,889,461  

事業収入 1,708,490  601,760  1,901,880  26,914,093  21,168,693  

受託等収入 41,052,028  47,595,800  30,419,471  110,033,937  113,509,657  

受取補助金等 60,588,765  59,060,961  73,000,000  70,685,059  76,685,759  

その他 2,715,250  964,709  1,151,928  3,017,923  2,525,352  

出所：相模原市産業振興財団 財務諸表 
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(%)  

図1 相模原市産業振興財団 各収益の全体に占める割合 

事業収入 

受託等収入 

受取補助金等 

（受託等収入＋受取補助金等） 

表1 相模原市 一般会計決算額における歳出額 

     
 

単位：千円、%  

  2010  2011  2012  2013  2014  

歳出額総額 226,531,272  247,335,272  249,377,182  245,557,181  251,350,384  

商工費 13,125,007  18,798,629  15,453,022  15,001,090  13,985,434  

歳出額総額に占める割合 5.79  7.60  6.20  6.11  5.56  

出所：相模原市統計書 
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 中小企業支援の主な類型（手法・分野） 

ḱ   

 
①ものづくり・技術の高度化支援 

②新たな事業活動支援 

  
③創業･ベンチャー支援 

④経営革新の支援 

 
⑤海外展開支援 

⑥技術革新･IT化支援 

ṇ   
⑦中小企業の再生支援 

⑧雇用･人材支援 

ḱ   
⑨下請中小企業の振興 

⑩経営安定支援 

ḱ  
⑪小規模企業支援 

⑫連携･グループ化の支援  

ḱ   
⑬エネルギー･環境対策支援 

⑭資金供給の円滑化･多様化支援 

ḱ  
⑮財務･税制支援 

⑯中小企業の事業承継支援 

 
⑰商業･物流支援 
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①外部環境等の様々な要素が複雑に作用し、  

צּ   。場合があるךּ
 

②評価手法・指標に関して、組織内や利害関係者間での  

צּ   。ךּ︡
 

③現場サイドに評価に要する が生じう
る。 
 

④評価に要する ḱ 。 
 

⑤評価に要する知識を有する ḱ 。 
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 各評価手法導入の課題① 
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課題解決に資する視点 

ü を図ると同時に、
評価担当者・担当機関だけでなく、
קּ により、評価の中立性や公平性
を担保しつつ、現場の納得感・協力も得られるような仕
組みを構築していく必要がある。 

 

üまた、資金提供者である納税者・寄付者らの意向・期待
にも応えるものでなければならないことにも留意する。 
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 各評価手法導入の課題② 
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エビデンスの収集に関する課題 

ü調査対象者の追跡調査の実施 

 一時点だけでなく、追加的なデータの取得を図る必要が 

 ある。 
 

ü対照群に関するデータの取得 

 対照群（非採択・支援先）を特定・抽出し、調査への協 

 力を募る必要がある。 
 

ü既存統計における個票データの活用 

 調査項目や対象の不一致等を解消する必要がある。 
 

üデータ収集に係る費用負担の問題等 
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 各評価手法導入の課題③ 
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 評価プロセスにおける留意点① 

Centre for Public Impact : A BCG Fundation  (2016)  

ü 過去に何が機能していたかを知ることは有益だが、初期のエビデ
ンスだけでは十分ではない。 

  ほとんどの公共政策の成果は、文脈に大きく依存しており、同じ 
  地域内であっても、そのまま複製することはできない。 
 

ü 主要な関係者として学術研究者にも焦点が当てられているが、問
題の追求や課題解決の試みが実務者の経験・洞察と政策立案者の
判断によらなければ、たとえそれが頑強なものであっても、エビ
デンスの価値は限定的なものとなってしまう。 
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Centre for Public Impact : A BCG Fundation  (2016)  

ü より包括的なアプローチが必要であり、 
 

  ①最も有効な証拠を確認する 
  ②エビデンスに基づいて政策の構成を決定する 
  ③政策を実施してその影響を測定する 
  ④結果を評価し、それらから学び、改善する 
 

  というプロセスが理想である。 

  

 評価プロセスにおける留意点② 
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Centre for Public Impact : A BCG Fundation  (2016)  

ü すべての関係者が、それが有用であることを保証するためのエビ 
  デンスを共同で作成するプロセスに密接に関わる必要がある。 
 

[原則]  
①需要主導：エビデンスを使用している者の疑問に答えていく。 
②実用性：運用上の制約や政治的制約に敏感になる。 
③理解可能性：容易に理解できる形式に翻訳する。 
④即時性：必要なときにエビデンスが利用可能であることを保証する。 
⑤費用対効果：長期的なプラス効果が最初の支出を上回る。 
⑥妥当性：外部および尊重された組織によって検証され承認される。 

  

 評価プロセスにおける留意点③ 
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 “成果を的確に評価するためには、顧客からの大量なフィードバックが欠かせな 

  い。「顧客」という言葉に違和感を感じるかもしれない。ビジネスの世界では、 

  顧客とは満足させるべき相手のことを指している。満足させられないというこ 

  とは、成果を上げることができなかったことを意味し、ビジネスとしては失敗 

  である。非営利組織の場合も本質的には同じことで、顧客は学生、患者、メン 

  バー、参加者、ボランティア、寄付者等多岐にわたっているが、いずれにせよ、 

  これらの個人やグループが何に価値を認めているのかということに焦点を当て、 

  そのニーズ、ウォンツ、機能を満足させていかなければならない“ 
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 非営利組織の自己評価のための５つの質問 

PḱF. ṇḱG.J. ṇ (2000)  

① われわれの使命は何か？ 
② われわれの顧客は誰か？ 
③ 顧客は何を価値あるものと考えるか？ 
④ われわれの成果は何か？ 
⑤ われわれの計画は何か？ 
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￼ ḱ פּ  

 ロジックモデルの構築により、目指すべき「成果」を明確にする。 

 その過程は、成果の「価値」を見つめ直し、そのために何をすべきか 

 を明らかにすることにもつながる。 
 

︡  ךּ

 評価指標の設定に際しては、「定量指標」に固執せず、むしろ「定性 

 指標」との組み合わせを意識する。何より重要なのは、最適な評価指 

 標、評価方法を見出すことにある。 
 

שּאל  

 様々な抵抗や制約に対し、まずは一部であるいは小さく始めることで 

 少しずつ経験・実績を積み上げていく。結果としてそれが、周囲を少 

 しずつ巻き込み、全体を変えて行くことにもつながる。 
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 成果の可視化に向けた取り組み 
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ü G8社会的インパクト投資国内諮問委員会社会的インパクト評価ワーキング・グルー
プ（2016 ）「社会的インパクト評価ツールセット 実践マニュアル」 

 

ü G8社会的インパクト投資国内諮問委員会社会的インパクト評価ワーキング・グルー
プ（2016 ）「社会的インパクト評価ツールセット 就労支援」 

 

ü 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2016 ）「エビデンスで変わる政策形成～イ
ギリスにおける「エビデンスに基づく政策」の動向、ランダム化比較試験による実
証、及び日本への示唆～」 

 

ü 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2016 ） 「社会的インパクト評価に関する調
査研究 最終報告書」 

 

ü 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2014 ）「政策効果分析の潮流とランダム化
比較試験を用いたアンケート督促効果の推定」 

 

ü Centre for Public Impact: A BCG Foundation (2016), From evidence to 
outcomes: how to improve outcomes through effective evidence - informed 
policy and practice.  

ü P・F. ドラッカー, G.J. スターン著、田中弥生訳（2000 ）『非営利組織の成果重視
マネジメント―NPO・行政・公益法人のための「自己評価手法」』ダイヤモンド社 
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